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者は、ピーク時では約 20 万人に上った。2008 年（平成 20 年）ころがピークであり、2009 年（平
成 21 年）、2010 年（平成 22 年）と入国者も在留者も減少してきている。最近はリーマン・
ショックの影響で、入国者が大幅に減少している。
分野でいえば、現在、農林水産業が増え続けている。農業の場合、1農家あたりの受け入れ
人数が、大体 1人ないし 2人なので、農業作業者が 6～ 700 人いる場合、受け入れている農家




































































出てくる。いわゆる低賃金労働の増加や残業手当も 1時間 300 円、400 円しかもらえないといっ
た話が結構聞かれるが、実際に企業に行って調べてみると、賃金の不払いの事例は出てこない。


































































































































































































































































る。一番多いのが労働関係法規違反（平成 21 年 123 件）、次に多いのが研修生の所定時間外作





































































て、今回の改正法の可決の際に、改正入管法の附則第 61 条で、「政府は、この法律の施行後 3
年を目途として、新入管法及び新特例法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、
これらの法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」
とされた。3年後か 4年後かはともかく、更なる改正の要否について議論することになるので、
施行後の状況を把握することが必要である。JITCOとしては必要な指導、助言をしていくこ
とになる。そのためにも、法改正によってどこが変わって、どこが変わってないかというとこ
ろを細密に分析する必要がある。
また、本来行うべき研修ができていないことをチェックする仕組みがないのではないかとい
う点についても、制度枠組みを改正した後に実際に運用されているかどうかが問題であるから、
新制度の履行状況をよく確認していく必要がある。例えば、法務省入国管理局も 2010 年の秋
から重点的に新制度の履行状況を全国的に確認する作業を始めていると聞いている。具体的な
調査対象は、入国した直後の講習（1カ月から 2カ月実施）が適正に行われているかである。
（本稿は、科学研究費補助金・基盤研究 (B)「東アジアにおける人身取引と法制度・運用実態の総合的研究」
（課題番号 22330007）（立命館大学国際地域研究所・人身取引研究会）による研究調査の成果に基づく。）
